
市民生活部

シート番号 所属
H28決算

事業費（千円）
今後の事務事業の方向性

1 市民生活部コミュニティ推進課 203 課題付継続

2 市民生活部コミュニティ推進課 31,171 見直し

3 市民生活部コミュニティ推進課 223,883 課題付継続

4 市民生活部コミュニティ推進課 14,993 課題付継続

5 市民生活部コミュニティ推進課 17,978 継続

6 市民生活部コミュニティ推進課 9,871 課題付継続

7 市民生活部消費生活センター 2,416 見直し

8 市民生活部消費生活センター 12,180 課題付継続

9 市民生活部消費生活センター 1,925 課題付継続

10 市民生活部総合窓口課 12,375 継続

11 市民生活部総合窓口課 15,441 継続

12 市民生活部総合窓口課 622 継続

13 市民生活部総合窓口課 493 継続

14 市民生活部総合窓口課 102 継続

15 市民生活部総合窓口課 46,229 継続

16 市民生活部総合窓口課 7,125 継続

17 市民生活部総合窓口課 84,072 継続

18 市民生活部地域振興課 1,300 課題付継続

19 市民生活部地域振興課 9,825 見直し

20 市民生活部地域振興課 12,573 見直し

21 市民生活部地域振興課 2,500 継続

22 市民生活部地域振興課 3,325 見直し

23 市民生活部地域振興課 6,239 課題付継続

24 市民生活部地域振興課 1,055 見直し

25 市民生活部地域振興課 11,694 見直し

26 市民生活部地域振興課 1,482 課題付継続

27 市民生活部保険課 118,818 課題付継続

28 市民生活部保険課 1,000,000 継続

29 市民生活部保険課 594 廃止・終了

事務事業評価（平成29年度決算）　事業一覧

部、室等

事務事業名

市民協働推進事業

地域コミュニティ事業

コミュニティセンター維持管理事業

防犯対策推進事業

飯盛霊園組合事業

青少年健全育成事業

消費者保護事業

消費者相談事業

計量行政事業

市民サ－ビスコ－ナ－運営事業

戸籍事務事業

住民基本台帳事務事業

印鑑登録事務事業

外国人住民事務事業

旅券発給事務事業

個人番号カード交付事務事業

窓口業務委託事業

市民まつり開催補助事業

友好都市交流事業

国際交流推進事業

文化団体活動助成事業

守口市ＰＲ関係事業

農政事業

雇用労働事業

商工振興事業

働き方改革推進事業

特定健康診査等保健事業

国民健康保険財政調整基金積立事業

歯科健康診査事業



30 市民生活部保険収納課 9,260 課題付継続

31 市民生活部保険収納課 1,828 課題付継続

32 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 714 課題付継続

33 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 33,784 課題付継続

34 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 2,522 課題付継続

35 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 771 継続

36 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 129,075 継続

37 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 326 継続

38 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 2,546 課題付継続

39 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 6,481 課題付継続

40 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 446 継続

41 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 8,649 見直し

42 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課 47,513 課題付継続

43 市民生活部人権室 962 課題付継続

44 市民生活部人権室 3,353 課題付継続

45 市民生活部人権室 42 継続

保険料納付関係事業

保険料徴収関係事業

現代南画管理事業

文化センタ－維持管理事業

生涯学習推進事業

生涯学習援助基金積立事業

生涯学習情報センタ－維持管理事業

子ども読書活動推進事業

社会教育推進事業

旧中西家住宅維持管理事業

文化財保護事業

スポーツ振興事業

体育施設維持管理事業

男女共同参画推進事業

人権啓発事業

非核平和推進事業



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 市民協働推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                   353                  203 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　133
・役務費
　通信運搬費　70

説明

地域の公共的な課題解決のため、市民や行政が互いの強みをい活かし、協力して行動す
る、市民協働の手法を用いて事業を実施できるよう、制度の整備や事業の把握、市民の支
援を行うもの。
守口市市民協働指針（平成26年３月策定）に基づき、守口市公募型協働事業提案制度を創
設（H26）し、市と市民が地域課題について考え、多様化する課題の解決に取り組む。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
市民参加・協働の推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

効果的な協働事業の実現に向け、同制度の更なる周知に努めるとともに、行政内部における「市民協
働」についての意識向上に向けた取組みを推進する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[守口市市民協働推進会議委員報酬　133千円]
ほか

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

1



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 地域コミュニティ事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              34,158             31,171 

 ・役務費
　損害保険料　425
・使用料及び賃借料
　賃借料　1,609
・負担金、補助及び交付金
　補助金　29,137

説明

本市では、これまでも、町会・自治会や各種団体などによる地域活動が活発に行われてい
たが、近年の少子高齢化の進行に伴い、地域課題が複雑・多様化する中、さまざまな分野
における活動の関連性を整理し、地域が一体となって課題解決に取り組むことが重要に
なっている。このことから、地域コミュニティの活性化や地域における課題解決の取り組み
を進め、もって、本市における協働のまちづくりを推進するため、地域住民・各種団体等の
参加・参画による新たなコミュニティ組織である地域コミュニティ協議会を平成28年度に設
置できるよう設立支援、活動補助金の交付を行った。また、地域での活動を支援するため、
市内に活動拠点を置く市民団体等のボランティア活動中に発生した偶然の事故に対する
補償や、地域集会所の地代、家賃等の補助を行い、地域コミュニティの形成と活性化を目
指すもの。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
見直し

（改訂版）もりぐち改革ビジョンに示した集会所の整備促進について、既存の補助制度の改正も含め、
早急に制度設計を行う。なお、淀江倉庫のあり方については、他の集会所に対する支援状況等を踏
まえて運用を見直す。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・役務費
　損害保険料
　[市民活動災害補償制度損害保険料　425千円]
・使用料及び賃借料
　賃借料
　[淀江倉庫　土地使用料　1,609千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[地域コミュニティ協議会補助金、地域集会所補助金（地代・家賃）大規模修繕
29,137千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

2



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 コミュニティセンター維持管理事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

             252,756           223,883 

 ・賃金
　臨時職員給 11,646
　嘱託給 111,430
・報償費
　講師等謝礼　1,315
・報酬
　非常勤職員報酬　76
・需要費
　消耗品費　2,080
　燃料費　109
　印刷製本費　5
　光熱水費　30,627
　修繕料　868
　医薬材料費　10
・役務費
　通信運搬費　2,113
　手数料　182
　損害保険料　12
　火災保険料　243
・委託料
　委託料　56,030
・使用料及び賃借料
　使用料　721
・工事請負費

説明

第５次守口市総合基本計画では、将来都市像の実現に向けて「市政への市民参加・参
画を推進し、市民の意見や要望を市政に反映できる仕組みづくりを進めるとともに、市民協働の基
盤づくりに取り組む」という基本方針を掲げている。これを受け、平成26年3月に守口市地域コミュニ
ティ拠点施設基本計画及び守口市市民協働指針を策定し、市民参加・協働の推進に向けた取り組
みを行っている。また、近年、少子・高齢化の進展や雇用・就業形態の多様化、単身世帯や高齢者
世帯の増加など、地域課題が複雑・多様化する中、さまざまな分野における活動の関連性を整理
し、地域が一体となって課題解決に取り組むことが重要になってきている。本市の行政サービスも
こうした時代の変化に機敏に対応し、様々なニーズに対応する必要があることから、公民館につい
て、社会教育としての場から、コミュニティの拠点としての機能を持った施設へと再編整備すること
が好ましいとの考えから、公民館制度を廃止し、平成28年４月1日から守口市コミュニティセンター
を設置した。地域における市民の相互交流を促進し、市民の主体的な学習活動の場及び機会を提
供するとともに、市民との協働により地域の特性を活かしたまちづくりを推進するもの。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

今後も施設利用率及び利用者の増加を図るとともに、適切な施設維持管理に努めること。
また、耐震基準を満たしていないコミュニティセンターの今後のあり方について、早期に方針を確立
する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・賃金
臨時職員給
　[臨時職員給　11,646千円]
嘱託職員給
　[嘱託職員給　111,430千円]
・報酬費
　講師等謝礼
　[コミュニティ推進課主催講座に係る講師謝礼　1,315千円]
・需要費
　光熱水費
　[各コミュニティセンターに係る光熱水費　30,627千円]
・工事請負費
　補修工事請負費
　[各コミュ二ティセンターに係る補修工事費　5,271千円]
ほか

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

3



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 防犯対策推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              15,278             14,993 

 ・使用料及び賃借料
　使用料　8,319
・負担金、補助及び交付金
　補助金　6,674

説明
防犯の推進に資する、町会または地区防犯委員会等が設置した防犯灯その設置等及
び電灯料金の一部を補助することにより、町会または地区防犯委員会等の負担を軽
減し、地域防犯の推進につなげる。

基本目標等 自然環境と調和し共生する安全・安心なまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
安全・安心な暮らしを支える生活環境の整備

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

防犯灯LED化については、費用対効果及び低炭素化の観点から市内の各町会等が設置している
水銀灯等のＬＥＤ化を引き続き働きかけていく。また、H26年度にリース方式により、各町会等が設
置する防犯灯をＬＥＤ化したものについては、そのリース期限後の取り扱いについて、市の考え方を
示す。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・使用料及び賃借料
　使用料
　[リース防犯灯使用料　8,319千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[防犯灯設置等の補助及び電灯料の補助　6,674千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

4



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 飯盛霊園組合事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               18,033              17,978 

 ・負担金、補助及び交付金　負担金　17,978

説明

墓地、納骨堂、火葬場の経営主体については、その永続性と非営利性が確保される必要が
あり、原則として市町村等の地方公共団体でなければならず、市営の火葬場や墓地を所有
していない本市においては、上記の４市とともに一部事務組合を組織し、その業務を広域的
に処理している。（飯盛霊園組合は、守口市、門真市、大東市、四條畷市にて組織する「一
部事務組合」。）

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 引き続き適正な事務執行に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・負担金補助及び交付金
　負担金
　[飯盛霊園組合にかかる経費分担金　17,978千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

5



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部コミュニティ推進課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 青少年健全育成事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               11,905               9,871 

 ･報償費
　報償金　　        4,207
・需用費
　医薬材料費　　      3
　印刷製本費　　       58
　消耗品費             321
・役務費
　通信運搬費
　損害保険料　     200
・委託料
　委託料　            1,986
・使用料及び賃借料
　使用料　　　　         6
　借上料      　         136
・負担金、補助及び交付金
　負担金                 85
　補助金             2,869

説明
地域こども会活動、青少年育成指導事業、青少年団体活動等の充実を通じて、青少年の健
全育成を図るもの。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
家庭・学校・地域の連携による次代を担う子どもの育成

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

青少年の健全な育成を阻害する環境の改善に関する条例に基づく調査については、その対象物を明
確にし、青少年育成指導員等との連携による実施を目指す。また、「こどもまつり」については、実行委
員会形式による共催であることに鑑み、市の関わり方の見直しを行うとともに、より一層の「市民協働」
による実施を検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[大阪府看護協会看護師派遣謝礼、青少年関係団体指導員謝礼、
　 青少年育成指導員活動謝礼、成人式講師等謝礼等　4,207千円]
・委託料
　委託料
　[こどもまつり、成人式等　1,986千円]
使用料及び賃借料
・借上料
　[成人式会場使用料　等　136千円]
・負担金補助及び交付金
　補助金
　[青少年問題協議会　　　250千円]
[青少年育成指導員連絡協議会　2,349千円]
[青少年団体活動助成　　270千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部消費生活センター

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 消費者保護事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 2,697               2,416 

 ・報償費
　報償金　688
・旅費
　費用弁償　169
・需用費
　消耗品費　861
　印刷製本費　 555
・役務費
　通信運搬費　78
・委託料
　委託料　50
・備品購入費
　図書購入費　4
・負担金、補助及び交付金
　補助金　11

説明

消費者被害の未然防止のための啓発は重要であるため、消費者教育啓発事業を行う。
消費者教育啓発事業に加えて、次の事業も含む。
① 家庭用品の品質表示調査 ②ガス・電気用品販売事業場立入検査
③不用品有効利用推進事業　④消費者問題研究事業

基本目標等 自然環境と調和し共生する安全・安心なまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
安全・安心な暮らしを支える生活環境の整備

今後の
事務事業の

方向性
見直し

被害件数減少に向け、今後も啓発に努める。調査事務については、より効率的な実施手法を検討し、
調査対象物の総数把握をした上で、計画的に調査する。また、「不用品有効利用事業」については、民
間によるリサイクルの普及等により行政としての役割は一定終えたことから、H29年度をもって事業を
終了する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[消費者問題等相談弁護士謝礼等　688千円]
・旅費
　費用弁償
　[消費生活相談員の研修に係る旅費　169千円]
・需用費
　消耗品費
　[啓発物品等 861千円]
　印刷製本費
　[啓発用パンフレット等　555千円]
・委託料
　委託料
　[不用品有効利用業務委託　50千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

7



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部消費生活センター

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 消費者相談事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               12,523              12,180 

 ・報酬
　非常勤報酬　11,297
・旅費
　費用弁償　850
・需用費
　消耗品費 　3
・委託料
　委託料 24
・負担金、補助及び交付金
　補助金　6

説明
悪質業者の手口は年々巧妙化し、毎年１,０００件を超える相談が寄せられており看過できな
い状況である。消費者被害の軽減や未然防止のために消費者相談事業を実施するもの。

基本目標等 自然環境と調和し共生する安全・安心なまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
安全・安心な暮らしを支える生活環境の整備

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

市民の多様な消費生活ニーズに柔軟かつ的確に対応するため、地方公務員法改正による「会計年度
任用職員」の導入も見据え、「消費生活相談員」による相談業務のあり方を検討する。また、ネット購入
など消費形態の変化に対応するため、将来的には、国・府・市の役割分担や業務内容を踏まえ、消費
生活センター業務の整理を行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　非常勤報酬
　[消費生活相談員報酬　　11,297千円]
・旅費
　費用弁償
　[消費生活相談員の交通費等　850千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部消費生活センター

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 計量行政事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 1,926               1,925 

 ・役務費
　通信運搬費　1
・委託料
　委託料　1,906
・負担金、補助及び交付金
　負担金　18

説明
計量法第１９条に基づく特定計量器の定期検査及び同法第１４８条に基づく量目立入検査
を実施し、市内の適正な計量の確保を実現する。市内の事業所に対して、特定計量器の定
期検査及び量目立入検査を実施し、適正な計量を確保するもの。

基本目標等 自然環境と調和し共生する安全・安心なまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
安全・安心な暮らしを支える生活環境の整備

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

２年に１回の受検が法律で義務づけられている定期検査については、公共施設等での集合検査によ
る実施を検討するとともに、その他の立入検査等についても効率的・効果的な実施に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[特定計量器定期検査業務委託料及び量目調査会事業委託料等　1,906千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 市民サ－ビスコ－ナ－運営事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               13,413              12,375 

 ・賃金
　嘱託給　12,007
・需用費
　消耗品費　6
　光熱水費　231
・役務費
　通信運搬費　57
　損害保険料　21
・委託料
　委託料　53

説明
市役所本庁に来庁しなくても、駅前且つ大日ショッピングセンターといった利便性の高い場
所において、住民票の写し等の証明書を市役所開庁時以外にも交付することで市民のサー
ビスの利便性の向上を図るもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も効率的な事務執行に努めるとともに、利便性の高いサービスコーナーのPRを行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・賃金
　嘱託給
　[嘱託職員給　12,007千円]
・需用費
　光熱水費
　[サービスコーナー管理運営に係る光熱水費　231千円]
・役務費
　通信運搬費
　[郵便料　57千円]
・役務費
　損害保険料　[21千円]
・委託料
　委託料
　嘱託職員健康診断等　53千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 戸籍事務事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               16,551              15,441 

 ・需用費
　消耗品費　294
　印刷製本費　30
・役務費
　通信運搬費　357
・委託料
　委託料　8,405
・使用料及び賃借料
　使用料　6,347
・備品購入費
　図書購入費　8

説明
戸籍法に基づき、個人の身分関係を公証する戸籍の記録・管理を行う戸籍事務を遂行する
ため、戸籍のデータな適正管理・記録するもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後も効率的な事務執行に努めるとともに、利用市民の待ち時間短縮及び平日夜間、日曜日の開庁
に伴う効果並びに市民ニーズ、満足度の検証を行い、一層の改善を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・役務費
　通信運搬費
　[通知等のための郵便料　285千円]
・委託料
　委託料
　[戸籍システム保守委託　8,405千円]
・使用料及び賃借料
　使用料
　[戸籍電算化システム・FAｘ使用料　6,347千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 住民基本台帳事務事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                   671                  622 

 ・需用費
　消耗品費　221
　印刷製本費　116
・役務費
　通信運搬費　285

説明
住民基本台帳法に基づき、住民の住居関連の公証、選挙人名簿やその他住民に関する事
務処理の基礎となる住民に関する正確かつ統一的な記録を整備するもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後も効率的な事務執行に努めるとともに、利用市民の待ち時間短縮及び平日夜間、日曜日の開庁
に伴う効果並びに市民ニーズ、満足度の検証を行い、一層の改善を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・需要費
　印刷製本費
　[異動書等の印刷　116千円]
・役務費
　通信運搬費
　[通知等のための郵便料　285千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 印鑑登録事務事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                   526                  493 

 ・需用費
　消耗品費　45
　印刷製本費　243
・役務費
　通信運搬費　205

説明
守口市印鑑条例・同施行規則、もりぐち市民カードの交付等に関する規則に基づき、住民の
社会的・経済的活動において必要な印鑑登録証に関する事務を正確かつ統一的に整備す
るもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後も効率的な事務執行に努めるとともに、利用市民の待ち時間短縮及び平日夜間、日曜日の開庁
に伴う効果並びに市民ニーズ、満足度の検証を行い、一層の改善を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・需要費
　印刷製本費
　[封筒・市民カード（印鑑登録証）の作製　243千円]
・役務費
　通信運搬費
　[通知等のための郵便料　205千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 外国人住民事務事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                   113                 102 

 ・需用費
　消耗品費　2
・役務費
　通信運搬費　100

説明
住民基本台帳法に基づき、外国人住民の住居関連の公証やその他住民に関する事務処
理の基礎となる記録を正確かつ統一的に整備するもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後も効率的な事務執行に努めるとともに、利用市民の待ち時間短縮及び平日夜間、日曜日の開庁
に伴う効果並びに市民ニーズ、満足度の検証を行い、一層の改善を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・役務費
　通信運搬費
　[通知等のための郵便料　100千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 旅券発給事務事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               46,242              46,229 

 ・需用費
　消耗品費　46,108
・役務費
　通信運搬費　17
・委託料
　委託料　104

説明
旅券法及び同施行令、同施行規則、大阪府旅券法関係事務に係る事務処理の特例に関す
る条例及び同施行規則に基づき、住民からの旅券発給の申請に応じ、交付する（大阪府経
由）。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後も効率的な事務執行に努めるとともに、利用市民の待ち時間短縮及び平日夜間、日曜日の開庁
に伴う効果並びに市民ニーズ、満足度の検証を行い、一層の改善を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　[印紙・証紙消耗品等　46,108千円]
・委託料
　委託料
　[IC旅券交付窓口端末機　104千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 個人番号カード交付事務事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               24,023               7,125 

 ・需用費
　消耗品費　37
・役務費
　通信運搬費　28
・委託料
　委託料　6,938
・備品購入
　事業用器具費　30
・負担金、補助及び交付金
　交付金　92
　　（外、明許繰越分：11,011）

説明

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定による
通知カード及び個人番号カード並びに情報提供ネットワークシステムによる特定個人情報の
提供等に関する省令、住民基本台帳法に基づき、住民からの申請に応じ、個人番号カード
を交付受付等を行うもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後も効率的な事務執行に努めるるとともに、目標発行数を設定し具体的な方策を検討するなど、個
人番号カード普及に向けた取組みを強化する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・役務費
　通信運搬費
　[通知等のための郵便料　28千円]
・負担金・補助及び交付金
　交付金
　[通知カード・個人番号カード関連事務委任交付金　92千円]
・委託料
　委託料
　[本人確認書類印字システム　6,938千円]
ほか

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

16



平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部総合窓口課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 窓口業務委託事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               84,072              84,072 

 ・委託料
　委託料　84,072

説明
官から民への方針のもと、総合窓口課の業務を民間委託事業者に委託することにより、安
定した市民サービスを提供するとともに、民間事業者のノウハウを活用することで、より一層
の市民サービスを提供するもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後も効率的な事務執行に努めるとともに、利用市民の待ち時間短縮及び平日夜間、日曜日の開庁
に伴う効果並びに市民ニーズ、満足度の検証を行い、一層の改善を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[窓口業務委託料　84,072千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 市民まつり開催補助事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                2,300               1,300 

 ・負担金、補助金及び交付金
　補助金　　1,300

説明

守口市民まつりは、市制施行40周年を契機に開催された実行委員会形式による市民手作りのまつ
りであり、今や市内最大のイベントとして市民に定着している。
　本まつりの運営経費は各種団体・企業等からの協賛金により成り立っているが、その年の社会情
勢等により集められる協賛金の額にバラツキが生じている。
　本事業は、過去に市民からいただいた市への寄付金1,000万円の一部を使い、市民まつりを継続
してほしい旨の寄贈者の意志に沿う形で活用すべく、毎年の決算額に赤字が出た場合の補てんとし
て補助金を交付するもの。また、新たな催しや集客力にあるイベントの実施に対して補助金を交付す
るもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
市民参加・協働の推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

近年の実績において、「赤字補てん」の補助金の執行がないことから、協賛金等による事業の「自立
性」は一定確保されており、将来を見据えた当該補助金の今後のあり方を検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[事業補助金　1,300千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 友好都市交流事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               12,233               9,825 

 ・報償費
　報償金　　　112
・委託料
　委託料　　　653
・使用量及び賃借料
　使用料　　　121
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　8,939

説明

　本市においては、昭和56年に高知県東洋町、和歌山県花園村（平成17年よりかつらぎ町）、滋賀
県安曇川町（平成18年より高島市）とそれぞれ友好提携を結んでいる。いずれも市民休暇村の設置
を契機に市民と地元住民との交流がめばえ相互の交流活動も深まり、友好提携へと発展したもので
ある。友好都市はいずれも自然が豊かなところであり、自然が少ない本市にとって自然を満喫できる
余暇施設を市民に提供したり、自然と触れ合える諸行事を通じて現地の人々と交流する機会を得る
ことは、都会に住む守口市民にとって大きなメリットであると考え、交流事業として子ども交流会（東
洋町：毎年、かつらぎ町：隔年）、市民交流事業（高島市：毎年）を実施しているほか、守口市民まつ
り等で１市２町の物産展を行うなど、市民レベルでの交流を推進し、友好都市への理解を深めるも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
見直し

友好都市との各交流事業については、現在の事業に対する行政の関わり方を検証するとともに、教
育・文化等も含めその他の交流手法についても検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・使用料及び賃借料
　使用料
　[東洋町・かつらぎ町子ども交流会高速代、市民まつり１市２町物産展備品使用料等
121千円]
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[東洋町子ども交流会及び高島市市民交流事業参加負担金、
　 市民まつり１市２町参加負担金　8,939千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 国際交流推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               17,999              12,573 

 ・委託料
  委託料　　　　　　 12,522
・交際費
　市交際費　　　   　 32
・需要費
　消耗品費　　　　　　　4
　食糧費　　　　　　　　 5
・報償費
　報償金　　　　　　  　10

説明

昭和38年にカナダ・ニューウエストミンスター市と姉妹都市提携を、昭和63年に中国・中山市
と友好都市提携を結び、親善訪問団の派遣等を通じて、経済・文化・教育・スポーツ等の各
分野での相互交流を深めている。また、条例に基づき設置している国際交流センターでは、
市の区域内に居住し又は滞在する外国人との交流の促進や国際理解のための講演、研修
等を開催している。姉妹・友好都市と良好な関係を維持するとともに、市民の国際意識の高
揚及び国際交流の推進を図るもの。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
見直し

守口市国際交流センターは、運営環境の変化等により、守口市国際交流協会が解散することに伴い、
廃止する。一方で、増加傾向にある外国人住民の生活トラブルやインバウンド観光の状況を鑑み、今
後の国際交流のあり方について、その方向性をH30年度中に示すこと。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・交際費
　市交際費
　[中山市友好都市30周年記念品等　32千円]
・委託料
　委託料
　[国際交流事業運営委託　12,522千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 文化団体活動助成事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 2,500               2,500 

 ・負担金、補助及び交付金
  補助金           2,500

説明

一般財団法人自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業として実施するコミュニティ助
成事業を活用し、コミュニティ活動に必要な備品や集会施設の整備、安全な地域づくりと共
生のまちづくり、地域文化への支援や地域の国際化の推進及び活力ある地域づくり等に対
して助成を行い、地域のコミュニティ活動の充実・強化を図ることにより、地域社会の健全な
発展と住民福祉の向上に寄与するもの。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も助成金を有効に活用し、幅広く地域コミュニティ活動の充実に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・負担金・補助及び交付金
　補助金
　[コミュニティ助成事業　2,500千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 守口市ＰＲ関係事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               3,720              3,325 

 ・報償費
 　報償金　　　1,300
・需用費
　消耗品費　　　　50
・需用費
　食料費　　　　　　2
・需用費
　印刷製本費　　　80
・需用費
　修繕料　　　　　118
・委託料
　委託料　　　 　580
・使用料及び賃借料
　使用料　　　　1,156
・使用料及び賃借料
　借上料　　　　　39

説明

市広報をはじめ各種メディアへの出演やイベントの参加による本市の魅力を発信するシ
ンボルキャラクター「もり吉」や市民自らの未来を切り拓いていく勇気をもってもらう一助と
なるよう守口市出身の有名人４名を「もりぐち夢・未来大使」として委嘱し、市の魅力を市
内外に発信している。
もり吉やもりぐち夢・未来大使を活用したPRを展開することで、本市における定住人口・
交流人口の増加をめざし、市の賑わいを創出するもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
市民参加・協働の推進

今後の
事務事業の

方向性
見直し

インバウンド観光対策として、「もりぐち観光マップ」に掲載している「カラーバーコード」については、
その利用状況を鑑み、H30年度をもってサービスを停止することとする。市外に向けたＰＲについて
は、今後もより効果的な手法を検討し、充実に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[夢・未来大使イベント出演謝礼、もり吉デザイン画作成謝礼　1,300千円]
・需用費
　消耗品費
　[もり吉着ぐるみバッテリー等　50千円]
・委託料
　委託料
　[もり吉商標登録業務委託、守口宿パネル展パネル作成業務委託　580千円]
・使用料及び賃借料
　使用料
　[カラーバーコードサービス使用料　1,156千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 農政事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 7,008               6,239 

 ・委託料
委託料：207
・使用料及び賃借料
使用料：20
借上料：108
・需用費
消耗品費：290
・負担金、補助及び交付金
負担金：796
補助金：40
・報酬
委員報酬：4,302
・報償費
記念品料：15
報償金：202
・役務費
通信運搬費 30
筆耕翻訳料 125
・旅費
費用弁償：50
普通旅費：54

説明

市街化区域内における農地については、宅地化すべきものとして位置づけられていた。
しかし近年、農業への関心を持つリタイア層の増加・良好な景観形成や災害時の避難場所
等としての役割への期待・住宅需要の沈静化による農地転用の必要性の低下などの理由
から、維持すべきものとして捉えられるようになってきていることから市内農地及び農業経営
の維持するもの。

基本目標等 交通の便の良さを活かした、にぎわいと活力あふれるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
都市型産業の活性化

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

世代交代をスムーズに行い、農地の減少を食い止め、地産地消を推進する担い手を育成するため、都
市農業や農地保全の意義を広く市民に理解してもらうよう積極的に情報発信に努める。また、市内の
多くの農地については、「生産緑地法」に基づく「生産緑地」の指定の期限がH34年度であることから、
今後のあり方を検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　委員報酬
　[農業委員報酬　4,302千円]
・報償費
　報償金
　[農政協力員報償金　202千円]
・委託料
　委託料
　[農地基本台帳システムのデータ更新　207千円]
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[大阪府農業共済組合事務費市町村分担金、農業会議市町村拠出金、
土地改良事業団　一般割賦金等　796千
円]
　補助金
　[都市農業推進事業補助金　40千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 雇用労働事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                1,123               1,055 

 ・需用費
　消耗品　　　　　　　9
　光熱水費        　18
・役務費
　通信運搬費　     85
　火災保険料
・負担金、補助金及び交付金
　負担金　　　 　　 155
・委託料
　委託料　　　　　　788

説明
近年、厳しい経済情勢において、就労相談や労働問題・多重債務など問題を抱える市民
を支援するため専門的な知識を有する専門相談員に相談業務を委託し、課題解決を図る
もの。

基本目標等 交通の便の良さを活かした、にぎわいと活力あふれるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
都市型産業の活性化

今後の
事務事業の

方向性
見直し

労働問題・多重債務に関わる相談については、市民サービス向上の観点から、主に弁護士等による
対応がより適切と判断し、当該相談は、広報広聴課が実施する法律相談に集約することから、業務
委託による当該事業はH29年度をもって廃止とする。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・負担金、補助金及び交付金
　負担金
　[労働問題・多重債務相談窓口業務に係るラポール施設維持管理負担金
　　155千円]
・委託料
　委託料
　[地多重債務・労働問題相談業務委託　788千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 商工振興事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               15,444              11,694 

 ・負担金、補助及び交付金
  負担金          213
  補助金　　  11,481

説明

　停滞している地域商業を活性化させるため、市内の中小商業団体が、消費者の利便性向上及び
集客力の拡大で改善を目指し、イベント等を実施している。そうした、地域商業の活性化及び賑わい
の創出を継続的かつ安定して行うため、事業に係る経費の一部を補助するもの。
　また、地域の安全及び暮らしの安心のため商店街等に防犯対応設備や防犯街路灯を商店街等が
設置しており、本市としても地域の安全及び暮らしの安心は、必要であり、商店街等の防犯対応設備
や防犯街路灯のLED化及び防犯街路灯の電気料金の一部を補助するもの。

基本目標等 交通の便の良さを活かした、にぎわいと活力あふれるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
都市型産業の活性化

今後の
事務事業の

方向性
見直し

平成28年度から実施している「守口市中小企業総合支援事業補助金」制度については、これまでの効
果検証及びノウハウの蓄積等を鑑み、平成32年度からは守口門真商工会議所の独自事業としての実
施を促すこととし、平成31年度をもって補助金制度は終了とする。また、その他の補助制度について
は、引き続き効果的な手法を検討しつつ、より一層の活用を目指し周知に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口市商業振興事業支援補助金等　5,514千円]
繰越明許
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口市中小企業総合支援事業補助金　5,740千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部地域振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 働き方改革推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 4,447               1,482 

 ・需用費
　消耗品費　　　83
　光熱水費　　　97
・役務費
　通信運搬費　303
・委託料
　委託料　　　　999

説明
男女を問わず子育てや介護と仕事の両立を支援し、多用な働き方の推進につなげ、ワーク
ライフバランスの実現を図ることで、市民の市外転出防止、市内回帰や企業の進出を加速
化させるもの。

基本目標等 交通の便の良さを活かした、にぎわいと活力あふれるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
都市型産業の活性化

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

事業の「自立性」の観点から、利用者負担の導入を念頭に、これまでの検証を踏まえ、そのあり方を検
討するとともに、引き続き活発な利用を促すよう努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　［インク－トリッジ等　83千円］
　光熱水費
　［水道代及び電機代　97千円］
・役務費
　通信運搬費
　［ネット代及び電話使用料　303千円］
・委託料
  委託料
　［働き方改革推進事業（テレワークオフィス運営）業務委託料　999千円］

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部保険課

会計 特別会計国民健康保険事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 特定健康診査等保健事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

             142,043            118,818 

 ・賃金
　臨時職員給 　　 10,040
・報償費
　報償金　　　　　　 1,019
・需用費
　消耗品費　　　　    228
　印刷製本費         660
・役務費
　通信運搬費       5,946
　手数料　　　　　   1,895
・委託料
　委託料           41,975
・使用料及び賃借料
　使用料　　　  　　　 107
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　　 　56,948

説明

　高齢者の医療の確保に関する法律第20条に基づき、40歳以上の被保険者を対象に、生
活習慣病の発症や重症化予防を目的としてメタボリックシンドロームに着目し、指導を行うに
必要がある者を抽出するため、特定健康診査（以下「特定健診」という。）を実施する。
　また、被保険者の健康の保持増進、ひいては将来的な医療費の適正化に向け、守口市国
民健康保険の保健事業実施計画（データヘルス計画）等に基づき、特定健診の受診率向上
のための受診勧奨等、PDCAサイクルに沿った効果的・効率的な保健事業を実施する。
　特定健診の受診率向上に向けては、現状でも被保険者への電話や通知による受診勧奨
を行う。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

今後も受診率の向上に向け、受診勧奨の時期や通知内容を工夫するとともに、特定健康診査の実施
手法については、受診対象者アンケートの結果を踏まえた検討を進める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・賃金
　臨時職員給
　〔臨時職員給　10,040千円〕
・報償金
　報償金
　〔栄養士に対する報酬　1,019千円〕
・委託料
　委託料
　〔生活改善指導業務委託、特定健康診査・がん検診に係る委託料
　　国保ヘルスアップ事業業務委託（特定健診受診勧奨通知の送付等）
　　ジェネリック医薬品普及促進業務委託、スポットCM放送委託
　　ヘルスアップ事業に係るレセプトデータ提供料等　41,975千円〕
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　〔市民総合健康診査及び特定健康診査国保負担分　56,948千円〕
ほか

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部保険課

会計 特別会計国民健康保険事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 国民健康保険財政調整基金積立事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

           1,000,000          1,000,000 

 ・積立金
　国民健康保険財政調整基金積立金　1,000,000

説明
国民健康保険事業の健全な財政運営を目的とした守口市国民健康保険財政調整基金条
例に基づく基金を設置し、国保財政の安定化に資するため、実質収支が黒字となる場合
は、その全部又は一部を基金に積み立てるもの。

基本目標等 将来都市像の実現に向けて

施策の大綱
（基本的な方向

性）
効果的・効率的な行財政運営の推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

強固な財政基盤の確立によって国保財政の持続可能性を高めるため、基金への適切な積立を前提と
して、今後も効率的な運営に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・積立金
　国民健康保険財政調整基金積立金
　〔国民健康保険財政調整基金への積立　1,000,000千円〕

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部保険課

会計 特別会計後期高齢者医療事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 歯科健康診査事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 1,203                  594 

 ・委託料
　委託料　　　　594

説明
口腔機能の低下による健康悪化を予防するため、後期高齢者医療被保険者を対象とする
歯科健康診査を実施し、高齢者の健康増進を図る。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
廃止・終了

大阪府からの補助金を特定財源として実施してきた当該事業については、H30年度より大阪府後期高
齢者医療広域連合が直接府内全域で実施することとなったため、H29年度をもって終了する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[守口市歯科医師会に対する歯科健康診査委託料　594千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部保険収納課

会計 特別会計国民健康保険事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 保険料納付関係事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               15,273               9,260 

 ・需用費
　消耗品費　70
・役務費
　通信運搬費　4,404
　手数料　99
・委託料
　委託料　4,637
・負担金、補助及び交付金
　負担金　50

説明

国民健康保険料の納付に関する負担の公平性を担保するとともに、保険財政の健全性を
確保するためには、保険料の確実な収納が不可欠である。しかしながら本市の保険料収納
率は府内市町村中、最も低い水準で推移してきたため、滞納処分の強化、納付や相談機会
の充実、口座振替の勧奨による納付の効率化など様々な方策を講じながらさらなる徴収率
の向上を図るものである。現年度、収納率を府内市町村平均を上回る水準に向上させる。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

H29年度実績では、大阪府内の平均収納率を上回ったものの、保険料の収納における公平性の観点
から、インターネット公売の有効活用や動産の差し押さえなどのあらゆる手段を用いるとともに、統一
的かつ効率的な事務の執行に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・役務費
　通信運搬費
　[コールセンター電話料等　4,404千円]
・委託料
　委託料
　[コールセンター業務委託等　4,637千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部保険収納課

会計 特別会計後期高齢者医療事業　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 保険料徴収関係事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 2,431               1,828 

 ・需用費
　消耗品費　　56
　印刷製本費　　309
・役務費
　通信運搬費　　1,331
　手数料　　131
　損害保険料　1

説明

後期高齢者医療保険料の納付に関する負担の公平性を担保するとともに、保険財政の健
全性を確保するためには、保険料の確実な収納が不可欠である。しかしながら本市の保険
料収納率は府内市町村中、最も低い水準で推移してきたため、滞納処分の強化、納付や相
談機会の充実、口座振替の勧奨による納付の効率化など様々な方策を講じながらさらなる
徴収率の向上を図るもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

徴収率は向上しているが、府内平均には達していない。保険料の収納における公平性の観点から、イ
ンターネット公売の有効活用や動産の差し押さえなどのあらゆる手段を用いるとともに、統一的かつ効
率的な事務の執行に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・需用費
　印刷製本費
　[納付書等　309千円]
・役務費
　通信運搬費
　[郵便料　1,331千円]
　手数料
　[口座振替手数料等　131千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 現代南画管理事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                  812                714 

 ・需用費
　印刷製本費 　　36
・役務費
　通信運搬費　　 33
　損害保険料　 　20
・委託料
　委託料  　315
・使用料及び賃借料
　借上料 　 310

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

「日本南画院大作展」については、「市美術展覧会」との同時開催や、ワークショップの実施等によ
る効果的な実施手法を検討しつつ、今後、現代南画に特化した本事業のあり方について、寄贈され
た経緯を踏まえ検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[展示業務委託費、受付等業務委託費　315千円]
・使用料及び賃借料
　借上料
　[日本南画院大作展施設借上料　310千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 文化センタ－維持管理事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              33,931             33,784 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　　66
・需用費
　修繕料　262
・委託料
　委託料　33,456

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

施設利用率の向上に向け、当面は新たな指定管理者の運営におけるモニタリングを徹底し、効率
的・効果的な運営に向けた指導を強化する。また、施設・設備の老朽化がすすんでいることから、今
後のあり方について関係部局との協議を進める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[守口文化センター指定管理者選定委員会委員報酬　66千円]
・需用費
　修繕料
　[喫茶室出入口扉修繕、地下汚水槽附帯機器取替修繕　262千円]
・委託料
　委託料
　[指定管理業者への委託料、汚水槽清掃業務委託料　33,456千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 生涯学習推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               3,343              2,522 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　95
・報償費
　報償金　1,147
・需用費
　消耗品費　483
　印刷製本費　117
・役務費
　通信運搬費　37
・委託料
　委託料　130
・使用料及び賃借料
　借上料　513

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

今後もコミュニティセンターにおける指定管理者が実施する講座事業及び地域コミュニティ協議会が
実施する講座事業並び子育て所管課が実施する講座事業の実態を把握しつつ、効果的な講座を
実施することで、生涯学習の推進に努めるとともに、アンケート実施等により参加者のニーズを把
握しつつ「市民協働」による実施を視野に入れ、内容の精査を行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[市美術展覧会作品審査謝礼、市美術展覧会運営委員謝礼等、
　　講座開催に伴う講師謝礼　1,147千円]
・需用費
　消耗品費
　[市美術展覧会関係消耗品、講座開催に伴う消耗品費　483千円]
・委託料
　委託料
　[市美術展覧会会場設営費　130千円]
・使用料及び賃借料
　借上料
　[市美術展覧会にかかるパネル等一式　513千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 生涯学習援助基金積立事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               2,219                771 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　38
・負担金補助及び交付金
　補助金　175
・積立金　558

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

制度の周知や、改正により当該制度の活用が広がりつつあるため、今後も基金設置目的を鑑みた
効果的な事業展開に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[審査会委員報酬　38千円]
・負担金補助及び交付金
　補助金
　[生涯学習援助基金活動助成事業助成金　175千円]
・積立金
　[生涯学習援助基金積立金　558千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 生涯学習情報センタ－維持管理事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

            129,757           129,075 

 ・委託料
　委託料　129,075

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続

利用率の向上を図るため、魅力的な自主事業の実施などについて、指定管理者に働きかけを行う
とともに、「守口市生涯学習情報センター改修基本構想」に基づき、市立図書館としてのリニューア
ルによる図書サービスの充実などを通じ、より魅力的な施設となるよう努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[指定管理業者への委託料、汚水槽清掃業務委託料、改修基本構想策定支援業務委
託料　129,852千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 子ども読書活動推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                  352                326 

 ・報償費
　報償金　　326

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
家庭・学校・地域の連携による次代を担う子どもの育成

今後の
事務事業の

方向性
継続

平成31年度を初年度とする新たな「守口市子ども読書活動推進計画」に掲げる目標の達成に向
け、その推進に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[おはなし会講師謝礼、おはなしボランティア養成講座講師謝礼、講演会講師謝礼等
326千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 社会教育推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                2,814               2,546 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　1,755
・旅費
　費用弁償　6
・負担金、補助及び交付金
　負担金　15
　補助金　770

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社会
教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図り、大
阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、親睦を深
めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社会教育の振
興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励するとと
もに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養を
高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成とPTA
の発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するもの。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
家庭・学校・地域の連携による次代を担う子どもの育成

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

補助金に係る制度改正による見直しが進んでいるものの、各団体の自立性や自主性及び事業効果を
鑑み、引き続き事務の執行等を見直す。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[社会教育委員及び社会教育指導員報酬　1,755千円]
・負担金、補助金及び交付金
　補助金
　[社会教育関係団体への補助金　770千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 旧中西家住宅維持管理事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

               6,890              6,481 

 ・賃金
　臨時職員給　　615
　嘱託給　1,380
・報償費
　報償金　　120
・需用費
　消耗品費　　99
　印刷製本費　　50
　光熱水費　　434
　修繕料　施設修繕　96
・役務費
　通信運搬費　155
・委託料
　委託料　清　3,528
・原材料費　4

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

入館者数の増加は見られるものの、今後の施設の持続可能性を鑑み、指定管理の導入を含む管
理手法の検討を早急に進める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・賃金
　嘱託給
　[館長にかかる賃金、交通費　1,380千円]
・需用費
　光熱水費
　[旧中西家住宅にかかる電気、水道料金　434千円]
　修繕料
　[旧中西家住宅にかかる修繕料　96千円]
・委託料
　委託料
　[清掃・警備委託料、保守・点検委託料等　3,528千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 文化財保護事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                  757                446 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　104
・報償費
　報償金　98
・需用費
　消耗品費　33
　光熱水費　6
・役務費
　通信運搬費　2
・使用料及び賃借料
　賃借料　121
　借上料　82

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も市の主体性をもって適切に文化財の保護及び展示等啓発・教育に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・使用料及び賃借料
　賃借料
　[一里塚賃借料　121千円]
　借上料
　[市文化財展会場借上料等　82千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 スポーツ振興事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                9,609               8,649 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　1,720
・報償金
　講師謝礼　146
・旅費
　費用弁償　 94
　派遣費　　 331
・需用費
　消耗品費　　121
　医薬材料費 　84
　修繕料　 249
・役務費
　手数料　 65
　通信運搬費 34
・委託料
　委託料　 4,818
・使用料及び賃借料
　借上料　 230
・備品購入費
　事業用器具費　108
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　211
　補助金　　769

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社会
教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励すると
ともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養を
高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成とPTA
の発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
見直し

小学校プール開放事業については、衛生上の視点等から早期に法令不適合状態を解消するため、
費用対効果等の観点からH30年度をもって終了とする。スポーツ振興に資するための情報発信につ
いては、あらゆる広報ツールを用いて速やかに行う。また、スポーツ基本法に基づくスポーツ推進計
画の策定の必要性を検証し、その方針を策定する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
・報酬
　非常勤職員報酬
　[スポーツ推進委員報酬　1,720千円]
・委託料
　委託料
　[学校プール開放事業に伴う委託料　4,818千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[総合体育大会等出場補助金　769千円]
ほか

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部生涯学習・スポーツ振興課

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 体育施設維持管理事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

              48,609             47,513 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　76
･需用費
　印刷製本費　　　 25
　燃料費　　　　　 26
　光熱水費　　　　265
・役務費
　通信運搬費　　　38
　火災保険料　　350
・委託料
　委託料　　　　　 46,577
・使用料及び賃貸料
　使用料　　　 　80
・原材料費
　原材料費　　　76

説明

社会教育、学校教育及び家庭教育の違った角度からの意見を柔軟に取り入れ、本市社
会教育の質を向上させる社会教育委員事業及び、本市社会教育の指導層の充実を図
り、大阪府内の区域内の各市町村における社会教育行政の現状について情報交換し、
親睦を深めるとともに、社会教育行政担当者の資質を向上し、もって時代に即応する社
会教育の振興を図るための社会教育推進事業。
　市民が文化・芸術に触れる機会を提供し、市民の自主的な文化・芸術活動を奨励する
とともに、本市の文化・芸術を振興していくための文化団体活動助成事業。
　市内地区婦人会の相互の連絡を密にし、地域を活性化させながら、女性としての教養
を高め、生活改善並びに相互の親睦を図るための婦人団体活動助成事業。
　会議及び研修等の活動を通じて、PTA相互の連絡協調を図り、子どもの健全育成と
PTAの発展に資することを目的とするP.T.A.活動助成事業。
　社会教育法に基づき、社会教育の振興を図るために、これら５つの事業を展開するも
の。

基本目標等 学びとつながりを深め、豊かな心と生きる力が育つまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
つながりとふれあいの推進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

施設利用率の向上に向け、当面は新たな指定管理者の運営におけるモニタリングを徹底し、効率
的・効果的な運営に向けた指導を強化する。また、施設・設備の老朽化がすすんでいることから、今
後のあり方について関係部局との協議を進める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　非常勤職員報酬
　[市民体育館指定管理者選定委員会報酬　76千円]
・需用費
　光熱水費
　[テニスコート電気・水道使用料　265千円]
・役務費
　火災保険料
　[建物総合損害共済金分担金　350千円]
・委託料
　委託料
　[市民体育館指定管理料等　46,577千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部人権室

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 男女共同参画推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 1,044                  962 

 ・報償費
　報償金　　　　　　　　　　　　　861
・需用費
　消耗品費　　　　　　　　　　　　44
・使用料及び賃借料
　使用料　　　　　　　　　　　　　 57

説明
平成27年度に策定した第３次守口市男女共同参画推進計画に基づき、男女共同参画
審議会での意見等も踏まえ、男女の性別に関わらず全ての人が、自分らしくのびやか
に生きることができる男女共同参画社会の実現を目指すもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
人権の尊重と総合理解の促進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

ＳＮＳなどの広報ツールを活用し、啓発強化に努めるとともに、第３次守口市男女共同参画推進計画に
ついては、取り組み項目の進捗管理を行い推進する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[「男女共同参画週間記念のつどい」講師謝礼、「eセミナー」講師謝礼　861千円]
・需用費
　消耗品
　[「守口市男女共同参画NEWS」　44千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部人権室

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 人権啓発事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                 3,492               3,353 

 ・報償費
　報償金　     　　　　　　　　　　　1,023
・需用費
　消耗品費                                 182
　印刷製本費　　　　　　          　　 　194
・役務費
　通信運搬費　          　　　　　　　　　 6
・使用料及び賃借料
　借上料　　　　　　　　　　　　 　　　　　 175
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　557
　補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　1,216

説明
守口市人権尊重のまちづくり条例に基づき、一人ひとりの人権が尊重され、差別のないまち
づくりの実現に向け、人権啓発に努めるもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
人権の尊重と総合理解の促進

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続 人権啓発イベントについては、ＳＮＳなどの広報ツールも活用し、更なる啓発強化に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[人権相談講師謝礼　1,023千円]
・需用費
　消耗品費
　[人権啓発用物品　182千円]
・使用料及び賃借料
　借上料
　[ヒューマンライツ・フェスティバル会場使用料　175千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口地区人権擁護委員会、守口市人権協会に対する補助金　1,216千円]
など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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平成29年度決算　事務事業評価書

所属 市民生活部人権室

会計 一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事務事業名 非核平和推進事業

平成29年度 事業費の内訳
予算 決算 平成29年度　決算

                     42                   42 

 ・報償費
　報償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

説明
本市では、昭和５８年に非核平和都市宣言が市議会で決議され、これまでも本事業に取組
んできた。「戦争のない平和な世界の実現」を目指し、恒久平和の推進に係る啓発に務める
もの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
人権の尊重と総合理解の促進

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も市民の人権意識の向上に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[平和のつどい講師謝礼　　40千円]
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[平和首長会議メンバーシップ納付金　2千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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